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【談話】医師の過労死を規制できない時間外労働「合法化」案に強く抗議する
日本医療労働組合連合会
書記長　森田　進
　1月11日に開催された第16回「医師の働き方改革に関する検討会」で、医師の時間外労働規制のあり方について、上限規制5年猶予が解ける2024年度以降の時間外労働時間上限に関する案が示された。その内容は、診療従事勤務医については年間960時間、地域医療確保のために必要な医師と、いわゆる研修医については、さらに特例をもうけ、上限を2000時間とする案である。「2034年度まで」の特例とは言え、検討会でも異論が出されたように、医師の長時間労働、医師の過労死をさらに助長するものであり、絶対に看過できない。強く抗議する。
　そもそも診療従事勤務医の960時間上限についても、過労死ラインといわれる月80時間の水準であり認めることはできない。現在、多くの病院が労基法36条協定の「特別条項」として、時間外労働を野放しにしている実態を追認するだけのものである。日本医労連の調査（退勤時間調査2017年）でも、医師の54.2％が始業時間前に、70.9％が終業時間後に時間外労働を強いられている。その結果、多くの医師が、過重労働が常態化し、過労死の危機にさらされている。
　政府の「過労死等防止対策白書」でも明らかなとおり、2010年から2015年までの5年間に労災と認定された医療関係者は285人で、うち過労死は47人、医師が11人と4分の1近くを占めるという実態である。
　さらなる問題は、地域医療確保暫定特例水準が適用される「地域医療確保のために必要な医師」の基準は、人として最低限必要な休憩・休息をとることも不可能な水準である。対象も「地域医療確保に必要な医師」では、なんら限定されるものではない。言い換えればすべての開業医・勤務医が対象となる恐れがある。そもそも、検討会での議論は医師の増員を前提としていないことに問題がある。医師のいのちと健康、地域医療を守るためにも医師の増員は不可欠である。
　われわれも協力した、全国医師ユニオンの調査（2017年）では、医師自身のもっとも強い要求は「完全休日を増やす」であり、そのためには「医師数を増やす」となっている。
　日本医労連は、これまでも医師の勤務環境改善、医師の養成数増を強く求めてきた。いま、政府が行うべきことは、従来以上のテンポで医師を養成することである。勤務医も同じ労働者であり、少なくとも時間外労働時間上限規制を一般労働者と同様とすべきである。そして当面、開業医も含めたすべての医療関係者と地域全体で医師の勤務環境改善に向けた取り組みを進めることを求める。
　医師が人間らしく働くことができる環境を保障し、医療の安全を保障するための施策を政府に強く求める。
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